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EU 労働法を研究する者がもっとも強い印象を

受けるのは, 労働立法システムそのものの中に強

烈なコーポラティズムの刻印が刻まれていること

であろう｡ EU 設立条約という憲法的規範のレベ

ルにおいて労使の関与とイニシアティブが規定さ

れ, それが立法における民主主義の現れとして位

置づけられているのである｡ 本稿では, それが登

場するに至った経緯を略述し, その展開を概観す

るとともに, 近年におけるその動揺ないし拡散の

現象を観察してみたい｡

Ⅰ 労使立法システムの形成

マンチェスター大学の故ブライアン・バーカッ

ソン教授はその著書 『ヨーロッパ労働法』 の中で,

｢EU レベルにおける労使団体間の対話の出現と

いうEUレベルの社会政策と労働法の法的戦略の

転換への決定的な推進力を与えたのは, EU レベ

ルの労働立法に対するイギリスのこの封鎖であっ

たというのは皮肉だ｣ と述べている (p. 72)｡ 春

秋の筆法でいえば, サッチャーが欧州労使対話の

母であった｡

それまでの EC社会政策では行政府たる欧州委

員会が (大陸諸国の法制をモデルに) 立法を主導し

ていた｡ 1970 年代には男女平等とリストラ規制

における立法が進展し, ルーベン大学のロジェ・

ブランパン教授は ｢ヨーロッパ労働法の黄金時代｣

と呼んだほどであった｡ ところが 1979 年の総選

挙でサッチャー率いる保守党がイギリスの政権を

握った後, 全会一致制の下で労働分野の立法提案
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特集●ヨーロッパ労働法の現在

EU 労働法政策の形成過程

濱口桂一郎
(労働政策研究・研修機構統括研究員)

EU 労働立法システムにおいては, EU 設立条約という憲法的規範のレベルにおいて労使

の関与とイニシアティブという形でコーポラティズムが規定され, それが立法における民

主主義の現れとして位置づけられている｡ これは大陸型労働立法をネオリベラル政権下の

イギリスの妨害から守るための戦術と, 使用者側の官僚不信からくる次善の策としての労

使対話の選択によって生み出された｡ マーストリヒト条約以来, 産業横断的労使団体の間

で労働協約の締結に至ったものは 7件であり, うち 3件は理事会指令という形で施行され,

3 件はボランタリー・アグリーメントとされている｡ 一方で, 差別禁止など労働法の重要

な分野が労使立法システムから脱落していきつつある｡ 近年, デンマーク型フレクシキュ

リティが議論の焦点となっているが, その社会的基盤である北欧型コーポラティストシス

テムがEU市場統合の原則に追いつめられるという逆説的な事態が進んでいる｡ これに対

処するため, 改めて EUレベルの労使関係の確立が課題となりつつある｡



はことごとくイギリス政府の反対で潰えた｡ この

｢暗黒時代｣ を反転させるべくブリュッセルに乗

り込んできたのがドロールであり, その武器が

｢労使対話｣ (ソーシャル・ダイアローグ) である｡

彼の意図は, EU レベルの労使間で労働協約を

結ばせ, これを各国の労使を通じて実施していく

というやり方をとれば, 理事会でイギリス政府が

いかに反対してもすり抜けることができるという

ところにあった｡ しかし使用者側の消極的な姿勢

のため, 1980 年代の ｢労使対話｣ は拘束力のな

い政労使共通見解を量産するだけで, 欧州レベル

の労働協約にはほど遠かった｡ ドロールはサッチャー

を出し抜くことができなかったのである｡

この状況を大きく転換したのが 1991 年のマー

ストリヒト条約である｡ 条約改正に向けた政府間

会合で, イギリス以外の政府は労働立法をそれま

での全会一致から特定多数決に移行することに同

意した｡ もしこれが実現すれば, 今までイギリス

の反対で何とか否決されていた立法案が軒並み採

択されることになる｡ それくらいならば労使が労

働協約で決定できることとした方がましだ, と使

用者側は考えたのである｡ 当時のティスケヴィッ

ツUNICE 事務局長はこれを ｢銃殺刑か終身刑か

の選択｣ と表現した｡ 欧州委員会提案の立法がそ

のまま成立するのは ｢銃殺刑｣ というわけである｡

その結果, マーストリヒト条約附属議定書で労働

立法に関する労使団体への協議義務と, 協議を受

けた労使団体が自分たちで交渉して労働協約を締

結すればそれを理事会決定により EU法として施

行することもできる旨が定められた｡ このときに

はイギリス政府は自国への適用を拒んだが, 1997

年ブレア労働党政権の成立により, 同年のアムス

テルダム条約でイギリスにも適用されることとなっ

た｡

以上の経緯は, EU 労働立法システムにおける

コーポラティズムが, コーポラティズム思想自体

の影響力というよりは, 大陸型労働立法をネオリ

ベラル政権下のイギリスの妨害から守るための戦

術と, 使用者側の官僚不信からくる次善の策とし

ての労使対話の選択によって生み出されたことを

物語っている｡ もっとも, 当時大陸諸国の主導権

をコーポラティズムに親和的なキリスト教民主主

義勢力が有していたことや, ドロール自身もキリ

スト教労働組合出身の政治家で, フランス人とし

てはコーポラティズムに親和的であったことも背

景事情としては重要であろう｡

現行の条約規定
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第 138 条

1 欧州委員会は, 欧州共同体レベルの経営者側

と労働者側の協議を促進する任務を有し, 双方

に対し, 公平な援助を行うことによりその対話

を容易にするあらゆる適切な措置をとるものと

する｡

2 このため, 社会政策分野における提案を提出

する前に, 欧州委員会は, 欧州共同体の行動の

可能な方向に関して経営者側と労働者側に協議

するものとする｡

3 この協議の後, 欧州委員会が欧州共同体の行

動を有益と考える場合には, 欧州委員会は, 検

討中の提案の内容に関して経営者側と労働者側

に協議するものとする｡ その場合, 経営者側と

労働者側は, 欧州委員会に対し, 意見又は必要

に応じて勧告を行うものとする｡

4 このような協議において, 経営者側と労働者

側は欧州委員会に第 139 条に規定する手続を行

う希望を通知することができる｡ 手続の期間は,

当該経営者側と労働者側及び欧州委員会が共同

で延長の決定をしない限り, 9 カ月を超えない

ものとする｡

第 139 条

1 経営者側と労働者側がそう望むならば, 欧州

共同体レベルの経営者側と労働者側の間の対話

は, 労働協約を含む契約関係になることができ

る｡

2 欧州共同体レベルで締結された労働協約は,

経営者側と労働者側及び加盟国の手続及び慣行

に従い, 又は第 137 条に含まれる事項について

は, 締結当事者の共同要請により, 欧州委員会

からの提案に基づく閣僚理事会決定により実施

されるものとする｡

閣僚理事会は特定多数決で行動する｡ ただし

問題の労働協約が全会一致を必要とする分野の

一に関係する一又はそれ以上の規定を含んでい

る場合には全会一致で行動するものとする｡



Ⅱ 労使立法システムの展開

マーストリヒト条約発効以来の 15 年余りの間

に, 社会政策協定第 3条又は条約第 138 条に基づ

き労使に対して行われた協議は 30 件近くに及ぶ｡

そのうち, 産業横断的労使団体の間で労働協約の

締結に至ったものは 7件であり, うち 3件は理事

会指令という形で施行され, 3件はボランタリー・

アグリーメントとされている｡ また, 業種別労使

間の労働協約が 5件締結され, うち 4件が理事会

指令となっている｡ まずこれらを一覧表で示そう｡

このシステムによる EUレベル労働協約の第 1

号は育児休業協約であるが, その締結・実施過程

でいくつもの問題点が噴出した｡

欧州委員会の 2次にわたる協議に対して, 欧州

労連 (ETUC), 欧州経団連 (UNICE) 及び欧州公

企業センター (CEEP) という産業横断的労使団

体が交渉開始を通告し, 労働協約の締結に至った

のであるが, これに対し欧州中小企業協会

(UEAPME), ユーロコマース, 欧州管理職組合

(CEC), ユーロカードルといった特定カテゴリー
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表 労使団体への協議が行われたEU労働立法の一覧表

協議・交渉項目 第 1次協議 第 2次協議 交渉開始 協約締結 指令案提案 指令採択

欧州労使協議会 1993/11/18 1994/2/8 × 1994/4/13 1994/9/22

育児休業 1995/2/22 1995/6/21 1995/7/7 1995/12/14 1996/1/31 1996/6/3

性差別事件の挙証責任の転換 1995/7/5 1996/2/7 × 1996/7/17 1996/12/15

非典型労働 1995/9/27 1996/4/17

・パートタイム労働 1996/10/21 1997/6/6 1997/7/23 1997/12/15

・有期労働 1998/3/23 1999/3/18 1999/5/1 1999/6/28

・派遣労働 2000/5/3 (2001/5 決裂) 2002/3/20 2008/11/19

セクシュアルハラスメント 1996/7/24 1997/3/19 × 2000/6/7 2002/9/23

労使協議の一般枠組み 1997/6/4 1997/11/5 × 1998/11/11 2002/3/11

業種別労働時間 1997/7/15 1998/3/31

・船員 ？ 1998/9/30 1998/11/18 1999/6/21

・道路運送 ？ (1998/9 決裂) 1998/11/18 2002/3/11

・民間航空 ？ 2000/3/22 2000/6/23 2000/11/27

・多国間鉄道 2002/12/20 2004/1/27 2005/2/8 2005/7/18

企業倒産労働者保護指令の改正 2000/2/10 2000/6/7 × 2001/1/15 2002/9/23

アスベスト指令の改正 2000/4/25 2001/3/ × 2001/7/21 2003/3/27

雇用関係の現代化 2000/6/26 2001/3/19

・テレワーク 2001/10/12 2002/7/16 (自律協約)

自営業者の安全衛生 2000/9/7 2001/6/7 × 勧告案 : 2002/4/3 勧告 : 2003/2/18

個人情報保護 2001/8/27 2002/10/31 ×

リストラクチュアリング 2002/1/15 2005/3/31 (2002/7セミナー) (2003/10 文書)

職域年金のポータビリティ 2002/5/27 2003/9/12 × 2005/10/20

職場のストレス 2002/12/19 2003/4/28 2004/10/8 (自律協約)

労働時間指令の改正 2003/12/30 2004/5/19 × 2004/9/22 決裂 (2009/4/27)

発癌物質指令の改正 2004/4/16 2007/4/16

欧州労使協議会指令の改正 2004/4/19 2008/2/20 2008/7/2 2009/5/6

筋骨格疾病 2004/11/12 2007/3/14 農業 : 2005/11/21 (自律協約)

職場のハラスメントと暴力 2005/1/17 2006/2/7 2007/4/26 (自律協約)

安全衛生諸指令実施報告の簡素化 2005/4/1 2005/10/26 2006/7/14 2007/6/20

最低所得と労働市場排除者の統合 2006/2/8 2007/10/17
欧州委勧告

2008/09/30

海上労働基準の強化 2006/6/15 2008/5/19 2008/5/19 2008/7/2 2009/2/16

職業・私的・家庭生活の両立 2006/10/12 2007/5/30 2007/7/11 2009/6/18 2009/7 予定

注射針事故による血液感染からの医療労働

者の保護
2006/12/21 2007/12/20 ？ 2009/7/17

企業譲渡労働者保護指令の改正 2007/6/20 ×

海上労働の社会的規制枠組みの再検討 2007/10/18 2009/4/14 2009/12 予定

自営業における男女均等待遇 2008/2/25 2008/10/3

職場の喫煙 2008/12/19 2009/11 予定



の労使を代表する労使団体が一斉に, 自分たちが

参加していない交渉で決められた協約に拘束され

る謂われはないと主張し始めた｡ 特に UEAPME

は強硬で, 理事会による協約を実施する指令の採

択後, その取消を求めて欧州第一審裁判所に訴え

を提起した｡

これに対する判決 (T-135/96 (UEAPME v

Council)) は 1998 年 6 月 17 日に下され, 結論と

しては UEAPME の訴えを退けた｡ ただし, こ

の立法過程においては欧州議会の関与がないため,

民主制原則が労使の代表を通じて確保される必要

があると述べ, それゆえ欧州委員会と理事会は締

約者が真に代表性を有するかを検証する義務があ

り, 代表性が欠けている場合にはその協約の実施

を拒否しなければならないと判断したことは, 労

使立法システムの民主主義的根拠を明らかにした

という点で, 重要な意義を有している｡

なお, その後 UEAPME は UNICE と和解し,

以後のEUレベル労使交渉に共同で出席している｡

Ⅲ EUレベル自律協約の法的性質と問
題点

しかし実はここで露呈しかかっていたのは,

EU レベル労働協約とはそもそもいかなる法的性

質を有し, いかなる法的効果を持つものであるの

か, という問題であった｡ 条約上, EU レベル労

働協約は ｢労使及び加盟国に特有の手続と慣行に

従い｣ 実施する方法と, ｢欧州委員会の提案に基

づく理事会決定により｣ 実施する方法が規定され

ている｡ 一見すると, 前者は集団的労使関係法の

想定する労働協約としての実施であり, 後者はそ

の労働協約に一般的拘束力を与える行政行為に見

える｡ 本来, ｢決定｣ は ｢指令｣ のような一般的

法規範の定立ではない｡ ところが欧州委員会と理

事会は, 本条の ｢決定｣ は ｢指令｣ を含むと解釈

し, 実際に ｢指令案｣ を提出し, ｢指令｣ を採択

した｡ そうすると EUレベルの労働協約とは EU

機関による法規範定立の準備行為に過ぎないこと

になる｡

逆に, 労使団体が理事会 ｢決定｣ による実施で

はなく, ｢労使及び加盟国に特有の手続と慣行に

従い｣ 実施するという途を選んだ場合, その協約

の法的性質を定めたいかなるEU法上の規定も存

在しないという事実に直面することになる｡ 規範

的部分には規範的効力があるのか, 債務的効力し

かないのか, 全部ひっくるめて紳士協定に過ぎな

いのか, 何も決まっていないのである｡ この問題

は, 2002 年にテレワーク協約が自律協約として

締結されたことによって現実のものとなった｡

経緯から明らかなように, このシステムはイギ

リス政府の妨害を抑えて大陸型労働立法を実現す

るというドロールの発想に端を発している｡ 条文

上は自律協約が原則であるように見えても, 協約

を実施する理事会 ｢決定｣ という形式が暗黙の前

提であった｡ ところが, いかなる経緯で作られた

にせよ, いったん構築されたシステムはそれ自体

のロジックで動き出す｡ そして, 1990 年代に育

児休業, パート労働, 有期労働と理事会 ｢指令｣

による実施が続いた後, 2000 年以降は経営側の

イニシアティブにより, テレワーク, 職場のスト

レス, 職場のハラスメントと, もっぱら自律協約

という手法が用いられるようになっている｡

これは, 立法提案をする前に労使団体への協議

が義務づけられ, 労使の側が交渉を始めれば (そ

れが決裂しない限り) 自らの立法作業を停止しな

ければならない欧州委員会にとっても, 意外な帰

結であった｡ これが露呈したのが 2002 年のリス

トラクチュアリングに関する協議である｡

UNICE は現行以上の規制は不必要という立場で

あったが, 交渉しないと言えば欧州委員会がより

規制的な指令案を提案してくるに違いないと考え,

労使団体でセミナーを開催するからと第 2次協議

をストップさせ, ETUC と共同で実施したセミ

ナーの結果に基づき, 2003 年に ｢オリエンテー

ション｣ なる共同文書を作成した｡ ここには欧州

委員会のディリジズムと労使とりわけ使用者側の

労使自治原則がせめぎ合っているといえる｡

｢オリエンテーション｣ はそもそも当事者に対

しても拘束力のない参考資料に過ぎないが, これ

まで 3件成立している自律協約については, 条約

上 ｢労使及び加盟国に特有の手続と慣行に従い｣

実施することとされている以上, その実効性確保

が法的な問題とならざるを得ない｡ 欧州委員会は
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2004 年の文書で, 労使自治は尊重するが, 自律

協約についても理事会決定で実施される協約と同

様モニタリングを行い, 必要があれば自ら立法提

案を行う可能性も考慮すると述べ, さらに労使が

EUの目的追求を遅延させていると認めたときは

自らのイニシアティブの権利を行使すると言い切っ

ている｡ また, 基本的人権や重要な政治的選択肢

が問題となっている場合には自律協約はふさわし

くないと述べている｡ ここまでくると, 欧州委員

会は自ら生み出しこれまで称揚してきた労使立法

システムに対して否定的な立場に転換したかのよ

うである｡

Ⅳ 労使立法システムの動揺と拡散

この一方で, 労働法の重要な分野が労使立法シ

ステムから脱落してゆくという事態が進行してい

た｡ まず 1997 年のアムステルダム条約により,

男女均等待遇については第 141 条にも立法根拠規

定が設けられた｡ 労使立法システムも利用可能だ

が, 第 141 条を用いれば労使団体への 2段階の協

議は必要なくなるし, 労使交渉の余地もない｡ あ

えてこういう改正を行った背景には, 男女均等は

他の労働法分野と同列に労使間で決定してよい問

題ではなく, 基本的人権に関わる問題であるとい

う位置づけがあるように思われる｡ これがより明

確なのは, 同じアムステルダム条約で導入された

性別, 人種・民族, 宗教・信条, 障害, 年齢, 性

的指向を理由とする差別に対する立法に関する規

定 (第 13 条) である｡ こちらは完全に労使立法

システムから外されている｡

実際, 男女均等についても, 初期には挙証責任

の転換やセクシュアルハラスメントについて労使

への協議が行われたが, マーストリヒト条約発効

以後は 2000 年, 2004 年と, 労使への協議抜きに

欧州委員会による立法提案が行われ, 労使団体は

いったん与えられた立法への参加の権利を奪われ

てしまった｡ もともと労使立法システムに消極的

だった UNICE はこれに猛反発し, ｢条約の文言

と精神に反する｣ と強く批判したが, 遠吠えに終

わった｡ この背景には, 欧州委員会の男女均等部

局が, どうしても男性労働者の利益を優先しがち

な労使団体よりも欧州女性ロビーなど女性団体に

親近感を感じ, そちらとのインフォーマルな協議

を好んだという事情がありそうである｡

性別以外の差別禁止政策は一般立法システムの

みが適用され, そもそも労使団体への協議は法制

上問題になり得ない｡ しかし, 実際には雇用にお

ける差別禁止 (とりわけ年齢) は企業の人事管理

に大きな影響を与える｡ 経営側としてはまさに,

官僚や政治家による急進的な法制という ｢銃殺刑｣

よりも労使交渉による現実的なルールという ｢終

身刑｣ を選択したい分野であろう｡ しかし, 欧州

委員会は上記理由に基づく差別を一律に禁止する

指令案を 1999 年に提案し, これを批判した

UNICE の声は受け入れられなかった｡

近年の労働法制の中心が差別禁止法であること

を考えれば, これだけでも大きな脱落ということ

ができるが, 2006 年の ｢労働法の現代化｣ に関

する協議は, 労使立法システムの基軸に位置する

ような内容でありながら, 条約第 138 条に基づく

労使への協議ではなく, 広く一般への協議という

形をとったことから, 大きな問題をもたらした｡

この協議は後述のように, 1999 年のシュピオ委

員会報告, 2004 年のシアラ委員会報告などを受

けて, 労働法の適用対象やあり方を検討しようと

するものであり, 2000 年に行われた ｢雇用関係

の現代化｣ のフォローアップ的な面がある｡

これが一般協議とされたことに対して ETUC

は猛烈に反発し, 労使団体はほかの市民社会団体

などとは異なり, 労使が交渉して政策の内容を決

定できるのであるから特別な地位にあるのだと,

強く批判した｡ 現在までのところ, この一般協議

は具体的な立法提案につながっていないが, 労使

立法システムの動揺を象徴する事態といえるであ

ろう｡

この反面で, 労使団体以外の非政府組織, いわ

ゆる市民社会団体との対話 (シビル・ダイアロー

グ) が着実に進展してきている｡ これは労働者対

使用者という 2極図式に収まらない社会の多様な

利害関係を示すものである｡ こういった NGOは

差別禁止や反貧困などシングル・イシュー団体が

多く, 1995年には欧州社会的NGOプラットフォー

ムを結成している｡ 現時点では条約上の根拠を有

No. 590/September 200912



するわけではないが, その政治的意味合いは拡大

しつつある｡ 労働関係で一般協議の対象となった

事項を見ると, 着々と重要問題が ｢ソーシャル・

ダイアローグ｣ から ｢シビル・ダイアローグ｣ に

移行しつつあるように見える｡

Ⅴ 労働法の現代化グリーンペーパー

上述のように, 2006 年に条約に基づく労使団

体への協議ではなく, 一般への協議という形で行

われた ｢労働法の現代化｣ グリーンペーパーには,

今日 EUが直面する労働法の課題が凝縮されてい

る｡ 以下, その経緯を略述しよう｡

EUにおける労働法のあり方の検討は, 1999 年

6 月のシュピオ委員会報告 ｢欧州における労働の

転換と労働法の将来｣ に�る｡ 同報告は, 労働者

と自営業者の区別の変容, 雇用流動化の中での職

業人ステータスの連続性, 労働時間から労働者個

人の時間への転換, 集団的労働者代表制度の変化,

福祉国家を超えた国家の役割……と, 多面的な検

討を加えている｡

これを受けて 2000 年 6 月, 欧州委員会は ｢雇

用関係の現代化｣ というテーマで条約に基づく労

使団体への第 1次協議を行った｡ そこでは雇用関

係を規制する現行の法制や契約ルールを見直すと

いう大きな課題を提示しつつ, テレワークと経済

的従属労働への対策のあり方についての見解を求

めた｡ このうちテレワークについては労使間で交

渉が行われ, 2002 年 7月に自律協約の締結に至っ

たことは上述の通りである｡

2004 年 5 月のシアラ委員会報告 ｢労働法の発

展｣ は, EU15 カ国の各国報告に基づき, 憲法構

造と人権論, 雇用戦略の影響, 法と労働協約の関

係, 有期労働とパート労働などと並んで, ｢労働

法の自律性｣ というタイトルの下に派遣労働と経

済的従属労働を取り上げた｡ 2000 年には労使に

よって取り上げられなかった経済的従属労働につ

いて, ｢一方当事者の経済的従属性で特徴づけら

れる個人的就業契約を締結するすべての者に課さ

れるべき恒久的かつ一般的な一連の義務を構築す

べき｣ と主張し, EU指令の制定を求めている｡

ところが 2004 年末にバローゾが欧州委員会委

員長に就任し, ネオリベラルな規制緩和路線を展

開し始めるとともに, 雇用社会総局との間である

種の路線対立が生じたようである｡ 2006 年のグ

リーンペーパー発出の際には, 同総局の原案に対

して欧州委員会議 (閣議) が修正を命じるとその

原案がマスコミにリークされ, それをめぐって労

使団体が公然と批判合戦を繰り広げるなど, 通常

表面化しないはずの内部対立が露呈した｡

大きな論点は経済的従属労働と三者間雇用関係

の労働法上の扱いであった｡ 原案は就業契約の形

態にかかわらずすべての就業者に最低限の権利保

障を導入すべきとの姿勢が明確であったが, 最終

版ではそれが契約編成の範囲を限定する恐れがあ

るとやや否定的である｡ また原案は派遣労働に限

らず請負連鎖における下請業者の雇用する労働者

と元方業者の関係について, ｢三角雇用関係にお

ける当事者の責任は, 使用者がその機能的な柔軟

性と引き替えに労働者への責任を引き受けるよう

に規制すべきか？ 利用者企業は労務供給業者が

当該企業のための活動に従事する労働者に影響す

る労働法や社会保障規定を遵守しない場合に補完

的責任を負うことを確保すべきか？｣ と明確に元

方責任を打ち出していたが, 最終版ではそれが有

効かつ実行可能か？と疑問を呈し, トーンがかな

り弱められている｡ その代わりに大幅に盛り込ま

れたのが雇用保護規制の緩和と失業者支援の充実

であり, 欧州委員会首脳のデンマーク型フレクシ

キュリティへの親近感が明確に現れている｡

Ⅵ フレクシキュリティの逆説

2000 年代後半の EU 労働政策の基軸として打

ち出されているのが, この ｢フレクシキュリティ｣

である｡ 労働市場の柔軟性 (フレクシビリティ)

と労働者の安定性 (セキュリティ) の両立という

問題意識は 1990年代以来のものであるが, バロー

ゾ委員長の下で, これまでその中心にあったパー

ト, 有期, 派遣など柔軟な雇用形態と均等待遇と

いう安定性の組み合わせ (オランダモデル) に加

え, 解雇規制の緩和という柔軟性と失業給付や積

極的労働市場政策という安定性の組み合わせ (デ

ンマークモデル) がクローズアップされてきた｡
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このモデルを初めて ｢ゴールデントライアング

ル｣ と称揚したのは OECD の 『2004 年版雇用見

通し』 であったが, 2006 年以降欧州委員会の政

策文書や欧州理事会の結論文書にはフレクシキュ

リティという言葉が頻出するようになる｡ デンマー

クをモデルとして持ち上げる政治的理由としては,

解雇規制の緩和を単にネオリベラルな主張ではな

く, 主流から排除された人々の統合のためのソー

シャルな主張として, 言い換えればアングロサク

ソン型の自由市場主義の帰結としてではなく, む

しろ北欧型の社会民主主義的政策の一環として売

り込もうという意図があったように思われる｡

上記労働法グリーンペーパーでも, 最終版に

｢正規労働者の保護を維持したままで周辺部の規

制緩和を進めることは生産性にマイナス｣ ｢労働

者は解雇保護よりも解雇された際の失業給付の方

を望んでいる｣ といった記述が加えられ, ｢より

柔軟な雇用保護法制とよく設計された失業者への

援助 (所得保障と積極的労働市場政策) の組み合わ

せを検討する｣ ことが慫慂された｡

ETUC はこれに反発したが, 皮肉なことにデ

ンマークのフレクシキュリティモデルを推進して

きたのは社会民主党政権であり, 同国のラスムセ

ン元首相が党首を務める欧州社会党が 2006 年 12

月に採択した ｢欧州社会党の 10 原則｣ でも, 雇

用保護に一定の評価を与えつつ, 所得保障, 積極

的労働市場政策, 能力開発政策と一体となった解

雇の容易化を示唆している｡

一方, OECD があえて触れないデンマークモ

デルの重要な要素として, 欧州委員会の 『2006

年欧州の雇用』 は ｢政労使間の協調と調整と相互

信頼の伝統を伴うコーポラティストシステム｣ を

明示し, ｢コーポラティスト的労使関係と労使の

相互信頼が欠如しているような他の国に容易に移

植できるものではない｣ と釘を刺している｡ そも

そもデンマークは, 労使関係の枠組みがほとんど

すべて中央労使団体間の労働協約によって決定さ

れ, 実施されている国であり, 議会制定法は最小

限にとどめられている｡ 失業保険が労使団体によ

り運営されるゲント式であることも重要であろう｡

国家権力に頼らないマクロ的労使自治が機能して

いることが, フレクシキュリティを存立させてい

るともいえる｡

この観点からすると, フレクシキュリティの称

揚とは, アングロサクソン的な自由市場モデルへ

の志向という側面とともに, マクロ的な労使自治

という北欧モデルへの接近というインプリケーショ

ンも有することになろう｡ いわば, ソーシャルな

フレクシキュリティである｡

Ⅶ EU市場統合と労使自治システムの
矛盾

ところがさらに皮肉なことに, この非アングロ

サクソン的フレクシキュリティの基底をなすべき

北欧型マクロ労使自治システムの基本原理が,

EU 市場統合の大原則であるサービス提供の自由

に違反するとして窮地に追い詰められているので

ある｡

EU の海外労働者派遣指令は, 他国に派遣され

る労働者について, 派遣先国の法令または政府に

より一般的拘束力宣言を付与された労働協約の定

める最低労働条件をクリアすることを求めている｡

しかしながら, 政府が関与しない労働協約にはそ

ういう効力を認めていない｡ ところが, ドイツに

は法令に基づく最低賃金制度が存在しないし, ス

ウェーデンなど北欧諸国では, 労働組合の圧倒的

な組織率もあり, 一般的拘束力制度も存在しない｡

国家権力に頼らず労働組合の団結力で最低条件を

維持するという労使関係文化なのである｡

ところが EUの中東欧への拡大により, これま

で表面化してこなかった問題が露呈してきた｡ ラ

トビアの建設業者ラヴァル社がスウェーデンの建

設工事を請け負い, ラトビアの賃金水準でラトビ

ア人労働者を派遣したことに対し, スウェーデン

の労働組合は協約締結を求めたが拒否され, 建設

現場の封鎖という行動に出た｡ これに対しラヴァ

ル社が訴えた裁判が欧州司法裁判所に付託され,

2007 年 12 月組合の行動を違法と断じる判決が出

された｡

もちろん法的には, ラヴァル社が遵守すべき労

働基準は法令と一般的拘束力のある労働協約だけ

であって, 労使団体が締結した労働協約それ自体

は当事者同士の私的な約束に過ぎない｡ 外国から
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やってきた企業が押しつけられる謂われはないと

いうのが通常の法律家の感覚なのであろう｡ しか

し, それでは北欧型の国家権力に頼らずに労使自

治でものごとを動かしていくという労使関係文化

を否定することになってしまう｡ 合法的にチープ

レイバーを排除したいのであれば, 国家権力によ

り最低賃金を導入するか, せめて国家権力による

一般的拘束力宣言を導入する必要があるというメッ

セージを発しているのと同じである｡

同様の判決は, 同月のヴィーキング事件判決,

2008 年 4 月のリュフェルト事件判決, 同年 6 月

のルクセンブルク事件判決と続き, ETUC は労

使関係に対する市場原理の攻撃だと猛反発した｡

そういう見方もできるが, ある意味でより深刻な

のは, EU市場統合とそれを実現するためのヒト・

モノ・カネの移動の自由という否定できない大原

則が, 国家権力による労働法規制を緩和するため

の基盤となるべきマクロ的労使自治原理を否定し,

むしろ国家権力による規制の強化を促進する役割

を果たしてしまうというパラドックスであろう｡

この事態をそのまま放置すれば, 一国内部で労

使自治によって勝ち取ってきた高い労働条件を維

持しようとするならば, EU 統合を否定して国境

の壁を高く築く必要があるということになってし

まう｡ この問題がやや政治的な意図でフレームアッ

プされたのが, サービス提供の自由移動を確保す

ることを目的とする EUサービス指令案 (通称ボ

ルケシュタイン指令案) をめぐる騒動であった｡

指令案に規定された原産国原則がサービス提供国

の高い労働条件を掘り崩すのではないかとの恐れ

が, 折からの EU憲法条約批准問題とも絡んで大

きな政治的争点となり, 指令案の大幅修正に帰結

した｡

Ⅷ EUレベルの労使関係システム？

この問題について, 労働組合サイドから冷静な

分析を行っているのが, 欧州労研 (ETUI) 発行

の 『欧州委のサービス指令案 :批判, 神話, 展望』

である｡ ここでは, 域内市場は時代遅れな各国規

制を撤廃してEU共通規制に代えていくことでの

み実現しうるのであり, サービス指令案を規制緩

和路線の代表と見るのは適切でないとして, 現状

維持を求める ATTAC のような指令案批判派に

は距離を置いている｡ 特に, フランスの EU憲法

批准投票時に行われた排外主義的なプロパガンダ

｢ポーランドの鉛管工が俺たちの職を奪う｣

に対しては, 極めて批判的である｡ では問題はど

こにあるのか｡ ETUI によれば, EU レベルの労

使関係制度が欠落したままで市場統合のみが進展

すれば, 各国の既存の労使関係制度や労働協約の

在り方が大規模に掘り崩される恐れがある｡ 域内

市場の統合と同時にEUレベルの労使関係システ

ムの構築が進められるべきだというわけである｡

前述した労使立法システムは, EU レベルの労

働協約とはいいながら, 実のところは EUの立法

過程を労使交渉で代替しているに過ぎなかった｡

本来, 国内レベルの労使交渉や労働協約は, 賃金

や労働時間その他の具体的な労働条件を定めてそ

の適用を受ける労働者に適用していくものである｡

ラヴァル事件以下の判決やサービス指令案が呼び

起こしたのは, まさにそういう本来的な意味での

労使交渉, 労働協約といった労使関係システムが,

EU レベルで確立されなければならないのではな

いか, という論点であった｡

この点については, ある時期の欧州委員会の政

策文書が, そういう方向を暗示していた｡ 2002

年には, ｢中期的に見れば, 欧州労使対話の発展

は法源としての欧州労働協約という問題を提起す

る｡ 来るべき条約改正の議論はこの問題を考慮に

入れるべきである｣ と初めてこの問題に言及し,

2004 年には, これまで行われてきた立法過程の

代行のような団体交渉ではなく, ｢とりわけグロー

バリゼーションや通貨統合への対応｣ としての国

境を超えた団体交渉を念頭に置いて, ｢欧州労使

協議会指令に基づき, 既に多くの多国籍企業で国

境を超えた企業レベル協約が締結されてきている

ことを踏まえて, 欧州委員会は今後国境を超えた

団体交渉の研究を行い, その結果を労使に示した

上で, その後国境を超えた団体交渉のEU枠組み

に関して労使に協議を行う予定である｣ と述べて

いる｡

この点は, 翌 2005 年の新社会政策アジェンダ

でも強調されており, ｢企業レベル又は産業別レ
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ベルの国境を超えた団体交渉の選択的な枠組みを

提供することは, 労働組織や雇用, 労働条件, 訓

練といった問題を取り扱う上で企業や業界にとっ

て役に立つだろうし, 労使にも国境を超えたレベ

ルでの能力を高めることになる｣ と述べて, 欧州

委員会としても労使が国境を超えた団体交渉の性

質と結果を定式化することを可能にするような提

案を行うことを予告した｡

この政策方向は, 2007 年に 『国境を超えた団

体交渉 :過去, 現在, 未来』 という標題の研究報

告書にまとめられた｡ 同報告は, 条約第 94 条

(共通市場) に基づく指令の形式により, 国境を

超えた団体交渉と労働協約を法的に位置づけるこ

とを提唱している｡ これらは国内の団体交渉や労

働協約を補完する任意選択のものであり, 交渉主

体は指令に明記されるべきなど, いくつも興味深

い指摘がされている｡

もっとも現在までのところ欧州委員会のさらな

るイニシアティブはなく, 予告された提案も未だ

に行われていない｡
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